
平成29年度業務棚卸表（政策体系順）

フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

020400-002

税証明・閲覧事務

資産税課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

市民が必要とする固定資産税に関する証明書の発行や閲覧申請へ
の対応をする。固定資産税に関する証明書等の発行、閲覧申請への
対応

一般 法令の実施義務（自治事務）

11,624

税証明・閲覧事務

【各種証明】
・家屋証明　302件　392,600円
・公課証明　275件　115.150円
・登録証明　1,900件　1,000,500円
・名寄、課税台帳閲覧　561件　
130,200円
・公簿図面閲覧　258件69,650円

【各種証明】
・家屋証明　370件　481,000円
・公課証明　259件　108,100円
・登録証明　2,146件　1,038,500円
・名寄、課税台帳閲覧　663件　
　200,200円
・公簿図面閲覧　334件
　107,800円

【各種証明】・家屋証明　390件 507,000
円・公課証明　290件125,700円・登録証
明　2,488件　1,217,350円・名寄・課税
台帳閲覧　677件　198,100円・図面閲覧
　439件　132,650円

【各種証明】
・家屋証明　365件　474,500件
・公課証明　246件　98,100円
・登録証明　2,570件　1,221,900円
・名寄、課税台帳閲覧　618件　198,450
円
・公簿図面閲覧　365件　126,000円

020400-002-01

020400-011

家屋被害調査事務

資産税課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

被災家屋の適正な調査。震災に伴う家屋の被害調査一般 法令の実施義務（自治事務）

5,105

家屋被害調査事務

市民 ・り災証明に係る調査件数　１件
・損耗減点適用家屋の修繕状況確認
（半壊以上）49件

・り災証明に係る調査件数　　件
・損耗減点適用家屋の修繕状況確認
（半壊以上）　52件

・り災証明に係る調査件数　２件・損耗減
点適用家屋の修繕状況確認（半壊以
上）61件

・り災証明に係る調査件数　１件
・損耗減点適用家屋の修繕状況確認
（半壊以上）７１件

020400-011-01

020500-020

市税等還付金及び還付加
算金（一般）

収納課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金があるときは遅滞なく還付する。過誤納金発生による還付、
充当処理。対象者への通知送付。

一般 法令の実施義務（自治事務）

13,948

市税等還付金及び還付加
算金（一般）

納税義務者 ・還付処理件数　541件
・還付金額　6,022千円

・還付処理件数　　912件
・還付金額　11,713千円

・還付処理件数　　824件
・還付金額　18,102千円

・還付処理件数　760件
・還付金額　13,188千円

020500-020-01

020500-021

市税等還付金及び還付加
算金（国保）

収納課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金があるときは遅滞なく還付する。過誤納金発生による還付、
充当処理。対象者への通知送付。

国保 法令の実施義務（自治事務）

12,811

市税等還付金及び還付加
算金（国保）

納税義務者 ・還付処理件数　667件
・還付金額　9,783千円

還付処理件数　554件
・還付金額　8,207千円

・還付処理件数　881件
・還付金額　11,072千円

・還付処理件数　453件
・還付金額　5,611千円

020500-021-01

020500-022

市税等還付金及び還付加
算金（介護）

収納課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金があるときは遅滞なく還付する。過誤納金発生による還付、
充当処理。対象者への通知送付。

介護 法令の実施義務（自治事務）

227

市税等還付金及び還付加
算金（介護）

介護保険１号被保
険者

・還付処理件数　16件
・還付金額　　89千円

・還付処理件数　23件
・還付金額　125千円

・還付処理件数　20件
・還付金額　83千円

・還付処理件数　11件
・還付金額　59千円

020500-022-01

020300-053

税証明事務

市民税課07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

税証明の適正かつ迅速な交付。税証明（固定資産に係る証明の受付
及び作成を除く）に関する事務

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

7,886
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

税証明事務

納税者 証明件数：27,566件
〈内訳〉
資産税課証明3,559件
　非課税証明1,260件課税所得証明
16,411件 
納税証明1,381件 
営業証明181
件
　その他証明490件  
国保税試算277件 
軽自証明　4,007件

証明件数：28,475件
〈内訳〉
資産税課証明3,727件
　非課税証明1,227件課税所得証明
16,683件
納税証明1,655件
営業証明159件
　その他証明228 件
国保税試算 630件
軽自証明　4,166件

証明件数：28,882件
〈内訳〉
資産税課証明4,263件　
非課税証明1,343件課税所得証明
16,585件

納税証明1,396件　営業証明189件　
その他証明181件

国保税試算　729件　
軽自証明　4,196件

（仮）
証明件数：28,118件
〈内訳〉
資産税課証明　　4,171件
非課税証明　 　　1,630件
課税所得証明　15,624件
納税証明　　　　　1,683件
営業証明　　　　　　145件
その他証明　　　　 180件
国保税試算　　　　 616件
軽自証明　　　　　4,069件

020300-053-01

020300-056

市税還付金

市民税課07-01-02
財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過年度に係る税の確定申告の結果、過納分がある場合に還付。市税
の歳出還付（過年度分の還付）

一般 法令の実施義務（自治事務）

35,491

市税還付金

納税者 法人市民税還付　34,593千円 （仮）
法人市民税還付　39,315千円

法人市民税還付　41,844千円 （仮）
法人市民税還付（210件）　29,835千円

020300-056-01
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